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主要ニュース【９月末時点の新型コロナウィルス感染者数は，１２７，５７２名】 

【内政】 ●新型コロナウィルスの警戒事態が１０月中旬まで１ヶ月延長された。レストラン屋内席の一定条件下

での再開等の規制緩和が行われた。学校が再開し，多くの学校で通常授業あるいはオンラインとの

混合型授業が行われた。 

●統一地方選挙（市町村長選挙，市町村議会議員選挙，県議会議長選挙，県議会議員選挙）が行われた。

ブカレスト市では，ＰＮＬとＵＳＲＰＬＵＳに支持を受けたニクショール・ダン氏が現職のフィレ

ア市長を破って当選した。 

【外政】●ヨハニス大統領は，大統領選挙後のベラルーシ情勢に関し，ドゥダ・ポーランド大統領と，ナウセー

ダ・リトアニア大統領と共同で，ベラルーシ国民への支持を表明する共同声明を発出した。 

●アウレスク外務大臣は，アレクセイ・ナヴァルヌイ氏を巡る事件に関して，外務省プレスリリースや

ブリュッセルでのＥＵ外務理事会を通じ，公平且つ透明性ある徹底的な調査の必要性を強調した。

また，制約を課す措置を講じる可能性の検討の必要性について言及した。 

【経済】●２２日、議会は年金４０％引上げ、教員給与１６％引上げの本年９月時点での実施を含む法案を可決。 

●２４日、憲法裁判所は、児童手当を９月に倍増することを規定する法案につき，政府から出されてい

違憲の訴えを退ける判決を下した。 

●２０２０年８月２８日の時点での欧州基金（２０１４～２０２０年）執行率は４４％（約１３３億９，

９５３４万ユーロ）。ＥＵ２７か国平均（４９％）を下回った。 

●２０２０年８月末のルーマニアの財政収支は約５４７億６，９６０万レイ，対ＧＤＰ比で５．１８％

の赤字。（７月末の財政収支は約４９６億８，２９０万レイ，対ＧＤＰ比４．７０％の赤字。） 

内政 

■ 新型コロナウィルスの感染状況・ルーマニア政府

の対応，警戒事態の延長等ルーマニア政府の措置 

・１日，レストランの屋内席の一定条件下での再開等

を含む，政府決定第７２９号が実施となった。 

・１日現在、ルーマニア国内の感染者数累積８８，５

９３名、死亡者数合計３，６８１名。前日からの増加

は、感染者数１，０５３名、死亡者数６０名。一日の

死亡者数がこれまで最多となった。 

・８日現在，国内での新型コロナウイルス感染者数は、

累積９９，６８４名、前日同時刻からの増加は１，３

８０名。死亡者は，４，０６５名、前日からの増加４

７名。 

・１４日，現行の警戒事態が９月１４日に終了するこ

とを踏まえ，１４日，ルーマニア政府は閣議において，

国家緊急事態委員会の提言に基づき，翌１５日から３

０日間の警戒事態延長を決定した（政府決定第７８２

号）。新たな規制措置には，９月２７日に実施される地

方選挙に際しての衛生基準，一定の条件を満たす１０

０人未満の集会の許可，身体接触を伴うスポーツの許

可が含まれる。 

・１４日，学校の新学年がスタートし，また、高校以

下の学校での登校しての授業が、一定の条件の下に全

国で再開された。これに先立ち１３日夜にアニシエ教

育大臣が記者会見を行い，最終的な決定の全国集計を

発表したところによれば，授業の形態は、１２，４２

３校がグリーン(通常授業），４，９１５校がイエロー

（通常授業とオンライン授業の混合型），２６２校がレ

ッド（オンライン授業のみ）。また、オンライン授業の

みになる学校が一校もないのは，全国４１県及びブカ

レスト市のうち１１県のみにとどまった。ブカレスト

は，６０７校が「イエロー校」，２９校が「レッド校」
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で，全体が通常授業で再開となる学校（グリーン）は

なかった。報道によれば，全国３００万人の子供のう

ち１００万人がオンライン授業に参加する予定だが，

実際には地方部にはインターネット・アクセスがない

子供たちも多く，かつ政府による児童生徒へのタブレ

ット配布計画も遅れている。 

・１６日現在，国内での新型コロナウイルス感染者数

は、累積で１０７，０１１名、前日からの増加は１，

７１３名で，新規感染者数が、これまでの最多を更新。

死亡者数は、合計４，２８５名、前日からの増加４９

名。 

・１９日，ブカレスト大学広場，ヴィクトリア広場等

で，マスクの着用義務に反対する２００-４００人程度

の小規模な抗議活動が発生した。抗議活動の主催者は，

Alianta pentru Unirea Romanilor (AUR)。同様の抗議

活動は，オラデア，ティミショアラ，クルージュ等で

も見られた。 

・２３日現在，国内での新型コロナウイルス感染者数

は、累積１１６，４１５名、前日からの増加は１，７

６７名。新規感染者数が、これまでの最多を記録した。

集中治療を受けている患者が４９８名。 死亡者数は、

合計４，５５０名、前日からの増加４７名。 

・３０日現在，国内での新型コロナウイルス感染者数

は、累積１２７，５７２名、前日からの増加は２，１

５８名で，新規感染者数はこれまでの最多。集中治療

を受けている患者は，５５０名。死亡者数は、合計４，

８２５名、前日からの増加３３名。感染者で治癒した

者は、１０２，４７６名。全国で、これまでに延べ約

２４２万件の検査が行われた。直近一日での検査数は、

２６，０２１件。９月３０日時点で、欧州内での直近

二週間についての各国比較において、ルーマニアは、

人口１０万人当たりの新規感染者数で第１３位（１０

３．６人）。死亡者数で第３位（２，９人）。 

 

■ 地方選挙 

・８日，ルーマニア救出同盟・自由統一連携党（ＵＳ

ＲＰＬＵＳ）は，プレスリリースの中で，地方選挙の

国民自由党（ＰＮＬ）の候補者のうち６０００人は，

他の党からの移籍者であり，２５０人の市長候補が社

会民主党（ＰＳＤ），１００人が自由民主主義同盟（Ａ

ＬＤＥ）の出身者であると指摘した。 

・政府は，地方選挙の実施のために，９月２５日から

２９日の学校の閉鎖を決定した。 

・２７日，当国統一地方選挙（市町村長選挙，市町村

議会議員選挙，県議会議長選挙，県議会議員選挙）が

実施された。 

・このうち，ブカレスト市長選挙では，ＰＮＬ，ＵＳ

ＲＰＬＵＳによる支持を受けたニクショール・ダン氏

が，現職でＰＳＤのガブリエラ・フィレア氏を破って

当選した。 

（主要な候補者の得票率，１０月５日常設選挙管理委

員会（ＡＥＰ）発表） 

ニクショール・ダン（ＵＳＲＰＬＵＳ，ＰＮＬ）   

４２．８１％（２８２，６３１票） 

ガブリエラ・フィレア（ＰＳＤ）          

３７．９７％（２５０，６９０票） 

トライアン・バセスク（ＰＭＰ）          

１０．９９％（ ７２，５５６票） 

フロリン・カリネスク（緑の党）          

２．０８％（ １３，７４２票） 

カリン・ポペスク・タリチャーヌ（ＡＬＤＥ）     

１．４９％（  ９，８９２票） 

イオアン・スルブ（プロ・ブカレスト２０２０）    

０．８０％（  ５，３１５票） 

その他の候補者は，得票数５，０００票以下。 

・県議会議長選挙では，ＰＳＤがポストを減らし，Ｐ

ＮＬが増えた。 

（県議会議長選挙の各政党の獲得ポスト） 

ＰＳＤ  ２０県（２０１６年選挙後のポスト数（互

選による）は，２９県） 

ＰＮＬ  １７県（同７県） 

ＵＤＭＲ  ４県（同４県） 

ヴランチャ県では，２０年間県議会議長を務めたＰＳ

Ｄの現職のマリアン・オプリシャン氏が，ＰＮＬとＵ

ＳＲＰＬＵＳに支持されたカタリン・トマ氏に敗退し

た他，コンスタンツァ県，ジルジウ県等でＰＳＤの現

議長が敗退した。 

・全国の市長選挙では，ＰＳＤ又はＰＮＬに加え，Ｕ

ＳＲＰＬＵＳからも当選。 

（主要都市の市長選挙結果） 

クルージュ・ナポカ市：エミル・ボック（ＰＮＬ，

現職） 

ヤシ市：ミハイ・キリカ（ＰＳＤより移籍してＰＮ

Ｌ，現職） 
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クライオバ市：オルグツァ・ヴァシレスク（ＰＳＤ，

元労働大臣，元同市長） 

ティミショアラ市：ドミニク・フリッツ（ＵＳＲ，

現職のニコラエ・ロブ氏（ＰＮＬ）は敗退。） 

ブラショフ市：アレン・コリバン（ＵＳＲ，上院議

員）（ルーマニア・日本友好議連会メンバー） 

バカウ市：ルチアン・スタンチウ・ヴィジテウ（Ｕ

ＳＲ，下院議員）（ルーマニア・日本友好議連メンバ 

ー） 

・ブカレスト区長選挙では，ＰＳＤはこれまで６区中

５区の区長ポストを占めていたが，選挙の結果，ＰＳ

Ｄ区長の当選は１区のみにとどまった。 

（ブカレスト区長選挙当選者．１０月５日ＡＥＰ発表） 

第１区：クロチルデ・アルマンド（ＵＳＲＰＬＵＳ）

４０．９４％ 

第２区：ラドゥ・ミハイウ（ＵＳＲＰＬＵＳ）３６．

９０％ 

第３区：ロベルト・ネゴイツァ（プロ・ブカレスト

２０２０）４３．７４％ 

第４区：ダニエル・バルツァ（ＰＳＤ，ＰＰＵＳＬ）

５７．０３％ 

第５区：クリスティアン・ポペスク・ピエドネ（Ｐ

ＰＵＳＬ）２８．０８％ 

第６区：チプリアン・チウク（ＰＮＬ）４３．３９％ 

・投票率 

全国の投票率は，４６．０２％（約８４２万人，前回

２０１６年は４８．４４％）。ブカレストの投票率（全

体。ＡＥＰ発表）は，３６．７６％（前回は３３．３

１％）。 

・選挙直後に，各政党がそれぞれ「勝利宣言」を行っ

た。オルバンＰＮＬ党首（首相）は，地方選挙は「Ｐ

ＮＬの大勝利」であると述べた他，ヨハニス大統領も

会見で，中道右派政党の大勝利であり，ＰＮＬとＵＳ

ＲＰＬＵＳが，政治に前向きな変化をもたらしたと述

べた。また，チョラクＰＳＤ党首は，ＰＳＤが最も多

くの市町村ポストを獲得した上，全体的な得票率も３

０％であり，（２０１９年５月の）欧州議会選挙時に比

しても躍進した，と述べた。バルナＵＳＲＰＬＵＳ共

同党首は，ＵＳＲの力でブカレスト市長ポストをＰＳ

Ｄから奪うことができた，と述べた。 

・選挙後，ブカレスト第１区，第５区，第６区，その

他全国各地で，不正があったとして票の数え直しや再

投票を求める動きが見られた。 

 

■ 議会選挙を巡る動き 

・３日，オルバン内閣は，閣議で，議会選挙の日程を

本年１２月６日とする政府決定第７４４号を決定した。

現在の上下両院議員の任期は本年１２月２１日までで

あり，オルバン首相によれば，法律は，政府が選挙の

９０日以上前に議会選挙の日程を決定することを定め

ている。上記をふまえ，９月６日，常設選挙委員会（Ａ

ＥＰ）は，選挙活動期間を１１月６日から１２月５日

までとすること等を含めた選挙手続きの日程を発表し

た。 

・１２日，ＡＥＰのブイカ会長は，欧州を含むいくつ

かの国は，ルーマニアの議会選挙の在外投票所の設置

を承認しないと述べた。このため，ＡＥＰは，郵送に

よる投票のための登録を呼びかけており，登録期間を

一ヶ月延長した。これまで郵送による選挙の登録をし

たのは在外ルーマニア人は，４０００人のみ。 

・１４日，議会下院は，議会選挙の在外投票期間を土

曜日と日曜日の二日間とするために議会選挙法を変更

する法案を可決した。１６日，同法律はヨハニス大統

領により公布された。 

 

■ ヨハニス大統領の会見 

・２日，ヨハニス大統領は記者会見を行い，新型コロ

ナウィルスの死亡者が欧州第一位となっていることに

言及しつつ，感染症対策の徹底を国民に呼びかけた。

また，同大統領は，ＰＳＤが内閣不信任決議案を提出

し，結果として投票に付されなかったことについて，

同党を非難した。この他，ギリシャ，トルコ間の東地

中海を巡る対立，ＰＳＤが試みようとしている年金の

４０％引き上げ等に言及した。 

・９日，ヨハニス大統領は記者会見を行い，１４日か

らの学校の再開について説明を行った。また，児童生

徒に対するタブレットの配布が遅れていることにつき，

迅速に解決されるべきであると述べた。この他，２７

日に実施される地方選挙について，パンデミックが今

後いつまで続くかも分からないことから，これ以上実

施の延期はできないとの考えを示した。さらに，選挙

でＰＮＬが大多数のポストを獲得することへの期待を

表明した。また，ＰＳＤが要求する年金の４０％引き

上げについては，そもそも政府にそのような財源がな

い，と述べた。 
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・１７日，ヨハニス大統領は，記者会見を行い，新型

コロナウィルスの感染者数が増大していること，また

インフルエンザの季節が近づいていることからさらな

る注意を国民に呼びかけた。また２７日に行われる地

方選挙は安全に行われるとして国民への投票を呼びか

けた。この他，ＧＤＰ比６％の財政負担を強いる年金

引き上げは国家予算に大きな損害を与えるとして，Ｐ

ＳＤを批判した他，在外有権者に郵送による議会選挙

への投票のための登録を呼びかけた。 

・２３日，ヨハニス大統領は，記者会見の中で，４０％

の年金引き上げが実施された場合，ルーマニアは，Ｅ

Ｕから３０億ユーロのＥＵ基金を削減される可能性が

あり，またルーマニアの格付けが下がるだろうと述べ

た。この他，ＣＯＶＩＤ１９との関連では，緊急事態

を再導入する意向はなく，また学校を再度閉鎖する考

えもない，と述べた。 

 

■ 内政その他 

・１４日，裁判所は，内閣不信任決議案が議会の特別

会期中に提出されたことを違憲とする内閣の訴えを退

ける判断を示した。８月１７日，ＰＳＤは内閣不信任

決議案を提出していたが，８月３１日，同決議案は定

足数を満たさず投票に付されなかった。 

 

外政 

■ 要人往来・協議 

・２－３日，アウレスク外務大臣は，イスラエルとパレス

チナを公式訪問した。 

・１２日，アウレスク外務大臣は，ラウ・ポーランド外相と

電話会談を行い，ベラルーシ情勢に関する議題を中心と

する，二国間の協力関係につき協議した。 

・１５日，アウレスク外務大臣は，ザッカーマン駐ルーマ

ニア米国大使を招き，三海協力イニシアティブ等他の議

題と共に，ナヴァルヌイ氏を巡る事件について話し合っ

た。 

・１６日，アウレスク外務大臣は，フリストドゥリデス・キプ

ロス外務大臣と，フリストドゥリデス大臣の発意で電話会

談を行った。両者は，東地中海の現状につき協議した。 

・２３日，アウレスク外務大臣は，ジュベイル・サウジアラ

ビア外務担当大臣と電話会談を行い，二国間関係の政

治・外交対話の拡大や，分野毎の協力関係強化を確認し

た。また，アウレスク大臣のイスラエル・パレスチナ訪問

に関連し，中東地域情勢と国交正常化や東地中海情勢

につき協議した。 

 

■ 欧州関連 

・２１日，アウレスク外務大臣は，ブリュッセルでのＥＵ外

相会合に出席し，ライチャークＥＵ特別代表の下，ベオグ

ラード・プリシュティナ間の対話と，その他の西バルカン

情勢につき意見交換を行った。 

・２３日，ディアコネスク元外務大臣が，欧州安全保障協

力機構（ＯＳＣＥ）事務総長候補にノミネートされたことが

報じられた。その他の候補は，シュミッド欧州対外行動庁

長官（独）。ディアコネスク氏は，元裁判官，弁護士で，過

去にＯＳＣＥルーマニア常駐代表部外交官や，外務大臣

（2012.01-2012.05 ポンタ内閣時，2008-2009 ボック内閣

時），法務大臣（2004.03-2004.12 ナスターセ内閣時）の他，

バセスク大統領補佐官兼大統領官房長等を歴任。 

・２４日，アウレスク外務大臣は，中欧イニシアティブ（ＣＥ

Ｉ）の外務大臣オンライン会合に参加し，感染症への対応

に向け，国際的な連帯の必要性につき強調した他，西バ

ルカン地域やモルドバ共和国のＥＵ加盟に向けた協力

体制と，同諸国への医療チームの配備等を含む支援に

つき述べた。 

・２８日，キョヴェシ欧州検察庁長官とその他の２２名の

検察官が，欧州司法裁判所において，開所宣誓式典を

行った。 

・２９日，外務省はプレスリリースを発表し，オロシャン・

ルーマニア外務省法務局局長が，来年度の欧州評議会

の国際公法に関する法律顧問委員会委員に選出された

ことを発表した。 

 

■ 米国関連 

・１１日，ザッカーマン駐ルーマニア米国大使は発表

した声明において，ルーマニアのメディアを，金銭と

引き替えに「腐敗」した中国当局の「プロパガンダを

発行」している，として強く非難した。同大使は，「フ

ァーウェイ社と北京の共産党中国幹部は，脅迫の達人

であり，ねつ造に影響を与え，正直なルーマニア人が

真実を読むことを防ごうとしている」と述べた上で，
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「一部のルーマニアの報道機関が全能のレイ（当国の

通貨）の力に容易に屈服し，これらの腐敗した機関及

び共産主義者の宣伝を公開することには，さらに理解

に苦しむ」と述べた。 

・１５日，アウレスク外務大臣は，ザッカーマン駐ル

ーマニア米国大使を招き，三海協力イニシアティブ等

他の議題と共に，ナヴァルヌイ氏を巡る事件について

話し合った。 

 

■ ベラルーシ大統領選関連 

・１５日，ルーマニア外務省は，先月に決定されたベラル

ーシ市民社会及び独立メディアへの支持に向けた１０万

ユーロの支援を行ったことを発表した。 

・２１日，大統領府は，ヨハニス大統領が，ドゥダ・ポーラ

ンド大統領と，ナウセーダ・リトアニア大統領と共同で，

ベラルーシ国民への支持を表明する共同声明を発出し

たことを発表した。 

・２２日，アウレスク外務大臣は，ブリュッセルでのＥＵ外

務大臣理事会において，ベラルーシへの可及的速やか

な制裁措置承認へのルーマニアの支持と，事態沈静化

に向けたＯＳＣＥミッションへの支持とを表明した。また，

前日の共同声明の重要性につき述べた。 

 

■ 周辺国関連 

【ハンガリー】 

・１５日，ヨハニス大統領は，6 月 4 日を「トラヤノ

ンの日」と定める法案の，ルーマニア議会への差し戻

しを行った。トラヤノン条約は，１９２０年に，第一

次世界大戦に基づきハンガリーとの間で，トランシル

バニア地方を含む領地割譲等を定めたもの。 

・１９日，マテイ・ルーマニア外務省次官は声明を発

表し，ヤノス・ポタピ・ハンガリー外務次官のルーマ

ニア国内のハンガリー系メディアKronika紙によるイ

ンタビューでの発言に関し，ハンガリー側に対し，如

何なる愛国的言説も慎むよう求めた。また，ルーマニ

ア側による，人為的決裂を生み出すような愛国的態度

はなかったと否定し，さらに，ルーマニア内政への不

干渉を求めた。 

 

■ アレクセイ・ナヴァルヌイ氏を巡る事件について 

・３日，アウレスク外務大臣は，ロシアの野党支持者

アレクセイ・ナヴァルヌイ氏への毒物投与について「全

く受け入れられない」と非難し，徹底的且つ公平な調

査の必要性を述べた。 

・２１日，アウレスク外務大臣は，ブリュッセルでの

ＥＵ外務理事会において，ＥＵとして，ロシアに対し

責任を取ることと公平且つ透明性のある包括的な調査

を行うことを求める必要性や，ＯＰＣＷとの完全な協

力体制の必要性，制約的措置を講じることの可能性を

検討する必要性を強調した。 

・２１日，アウレスク外務大臣は外務省プレスリリー

スの中で，ＥＵとして，制裁措置の可能性を含む，よ

り積極的な関与を求める書簡を，ボレルＥＵ外務上級

代表に対し他加盟国と共に発出したことを発表した。

同書簡には，ルーマニアの他に，リトアニア，ラトビ

ア，エストニア，デンマーク，ポーランドが署名した。

ルーマニアは，本件に関するロシアに対する厳格な態

度と，過去約１０年に及ぶベラルーシの反体制派への

支持をもって，同地域における関与を強めている。 

 

■ コーカサス地域関連 

・２７日，アウレスク外務大臣は，ナゴルノ・カラバ

フにおける軍事衝突に関し，「コンタクト・ライン上に

おけるアルメニア・アゼルバイジャン間の事態の進展

を懸念している。ルーマニアは，双方に対し，事態の

沈静化と厳に国際法に則った平和解決を見いだすため

の政治対話の再開を呼びかける」と述べた。 

 

■ 中国関係 

・２８日，当地英字紙「Nine O'clock」紙は，１０月

１日の中国国慶節を記念した特別版別冊を発行した。

同紙は，当地中国大使館及び新華社通信ブカレスト支

局との協力により発行した，としている。 

 

■ 中東関連 

・２－３日，アウレスク外務大臣は，イスラエルとパ

レスチナへの公式訪問を行った。大臣は，２日，ネア

ニヤフ・イスラエル首相やアシュケナジ外相と会談を
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行い，来年に開催予定の第三回政府間協議等につき話

し合った。また，３日，リブリン同大統領と会談を行

い，中東地域の平和プロセス等につき協議した。 

・１２日，ルーマニア外務省はプレスリリースを発表

し，同日から開会したドーハにおけるアフガニスタン

和平交渉に向けた動きにつき，歓迎の意を表明した。

その上で，和平交渉の開始は，長きに渡る紛争の終結

に向けた機会になると認識する，この歴史的瞬間がア

フガニスタンの持続可能な平和構築に向けた最初の一

歩になる，とし，NATO同盟国との全面協力の下，ルー

マニアは引き続きアフガニスタンの平和と安全保障へ

の努力を支持すると述べた。 

・１３日，ルーマニア外務省はプレスリリースの中で，

バーレーンとイスラエルの国交関係正常化表明と，同

プロセスにおける米国の果たした役割に関し，歓迎の

意を表明した。 

・１３日，アウレスク外務大臣は，アシュケナジ・イ

スラエル外務大臣と電話会談を行い，継続的な政治的

対話の重要性を確認し，中東地域の平和プロセスに向

け意見交換を行った。 

 

■ 軍事・安全保障関係 

・３日，チウカ国防大臣は，ナポリ統合軍司令部（Ｊ

ＦＣＮＰ）司令官のロバート・ブルケ大将とオンライ

ン会議形式で公式会談を行い，黒海地域の安全保障情

勢やルーマニアのＮＡＴＯへの貢献について協議した。 

・３日，ザッカーマン駐ルーマニア米国大使は，ロム

アエロ社とロッキードマーティン社傘下の米航空会社

であるシコルスキー社とのＭＯＵ署名式に参加した。

右ＭＯＵは，ルーマニアにおけるブラックホーク・ヘ

リコプターの組立及びメンテナンスのための中欧地域

センターの設立に関するもの。 

・４日，ヨハニス大統領は，ルーマニアを訪問中のウ

ォルターズ欧州連合軍最高司令官を大統領府に招き，

会談を行った。大統領は，ルーマニアのＮＡＴＯの活

動とミッションへの関与と，継続的なＧＤＰ２％分の

防衛費拠出の貢献につき強調した。 

・５日，国防省はプレスリリースにおいて，チウカ国

防大臣とタラン・ウクライナ国防大臣が，両国間の技

術的且つ軍事的協力に関する政府間合意に署名するた

めにブカレストで会談を行ったことを発表した。 

・１７日，国防省は，米レイセオン社からルーマニア

に初めてのパトリオット地対空ミサイル（ＳＡＭ）シ

ステムが到着し，また，２０２２年までに更に追加の

３基の到着が予定されていることを発表した。チウカ

国防大臣は，パトリオット・ミサイル・システムにつ

いて，現存する航空防衛システムにおいて最も効果が

高く且つ最高のものであると述べた。 

・１４－２６日の間，ブラショフ県チンクの「ジェテ

ィカ」共同国家訓練センター（ＣＮＩＩ）で開催され

た，特殊部隊（ＳＯＦ）の多国籍軍事演習「カルパチ

アン・イーグル2020」に，ルーマニア国防省の組織と

の協力で，アルバニア，ブルガリア，ギリシャ，北マ

ケドニア，トルコから２００名以上の部隊が参加した。 

 

■ その他 

・７－９日，ルーマニア外務省は，年次外交会議（Ｒ

ＡＤＲ）を開催した。今年度のテーマは，「国際情勢

へのパンデミックの影響とルーマニア外交の対応」。

右会合には，クレバ・ウクライナ外相，サファディ・

ヨルダン外相，康京和・韓国外相，ボレルＥＵ上級代

表，ゴンサレス・ラジャ・スペイン外相，ジョアナＮ

ＡＴＯ事務次長等も出席した。 

・２１日，アウレスク外務大臣は，国連創設７５周年

記念ハイレベル会合において，「可及的ダイナミック

且つグリーンな」経済の回復に向けた，全ての努力を

果たしていく重要性を強調した。 

・２９日，アウレスク外務大臣は，オンライン形式で

開催された民主主義共同体の会合に際し，フェイク・

ニュースや誤報，混乱を呼ぶ情報が，「現下のコロナ

危機の文脈において，かつてなく流布している」と述

べた上で，「デジタル民主主義」の必要性につき強調

した。 

 

経済 

■ 予算修正 

・３０日付け各種報道によると、政府は年末までに新

たな予算修正を計画しているが、１２月に議会選挙が
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予定されているため、２０２１年度予算については、

次期政府によって承認される必要がある。「現在、予算

執行の観点から、年末までに更なる予算修正が必要に

なる。」とクツ公共財務相は述べた。同大臣は、政府は

財政再建を追求したいと考えており、Ｓ＆Ｐが現在の

ルーマニアの投資適格格付けの見通しを「安定的」の

まま維持することを期待していると付言した。昨年１

２月、Ｓ＆Ｐはルーマニアの見通しを「弱含み」とし

たが、今年１２月に見直しが予定されている。年金、

公務員の給与、児童手当増額計画について問われると、

同大臣は、将来の政府は現在の法律に基づいて来年の

国家予算を承認すると述べた。政府は直近で、８月中

旬に予算修正を行った。 

 

■ 企業支援関連 

・２８日、欧州委員会は、コロナウイルス危機の影響

を受けたルーマニアの中小企業を支援するために５億

５０００万ユーロの結束政策資金を割当てることを決

定した。財政支援は、１２万を超える中小企業と、デ

ジタル化及び電子教育のイニシアチブに向けられる。

ルーマニアは、パンデミックとの闘いの最前線で医療

従事者を支援するために、既に３億５０００万ユーロ

のＥＵ資金を動員している。 

 

■ インフラ関連 

・１０日、ボデ運輸相、ポペスク経済相とともに訪問

中のヤロミツァ県で、ドラジナ地下鉄の設計と施工の

ための契約の入札は約３週間で提出することができる，

資金は、欧州基金から確保される，と語った。同大臣

は、地下鉄はこの地域の開発戦略の一部であり、将来

のトランスレジオ（TR ISTER）ブライラ-スロボジア-

カラシ-チチウ道路の不可欠な部分になると強調した。 

・１６日、オルバン首相は、ピテシュティ・シビウ高

速道路の第３セグメントの設計と施工に関する入札が

間もなく開始されると発表した。首相は、危機にもか

かわらず、公共部門への投資は過去１０年間で最多で

あり、政府はインフラの近代化のための配分を着実に

増加させることを試みたと付言した。 

・１７日、オルバン首相は、訪問先のコンスタンツァ

で、「我々には大きな利点がある。ルーマニアは欧州の

南東部、コンスタンツァ港に主要なゲートウェイを持

っている。この戦略的利点を最大限に活用すべきであ

る。このためには、港湾インフラ、港湾内の輸送イン

フラへの投資が必要。」と述べた。また、ルーマニアに

おけるマルチモーダル輸送インフラの単一開発のため

の大規模プロジェクトへの持続的な投資の欠如を批判

した。 

・１８日，ヨハニス大統領は，ムレシュ県

Iernut-Chetani 区間の高速道路開通式に出席した際，

「ルーマニアのインフラの遅れは明らかである。かつ

て，インフラの開発を望まない者がいたからであると

思うが，このパラダイムは変わった。今，インフラ開

発は望まれている。期限内に，インフラ工事を迅速に

進める必要がある。」と語った。大統領は、大規模なイ

ンフラは経済再興のための国家計画における「おそら

く最も難しい」「非常に」重要なポイントであると付言

した。「インフラ整備のためには資金が必要であるが、

欧州基金が準備されている。大規模インフラプロジェ

クトは、経済復興の原動力となる。」と述べた。 

・２２日，オルバン首相は、運輸省で行われたブラシ

ョフ・シメリア鉄道のリハビリに関する協定署名式に

出席の際，国内全ての重要な鉄道を再建するために，

欧州基金を使用すると述べた。「今回の契約署名により、

基本的に、主要な汎ヨーロッパ回廊、ブラショフとク

ルティチの間を接続する全ての鉄道区間の建設契約に

署名したことになる。鉄道インフラの開発は優先事項

であり、鉄道は，他の運輸インフラ同様，経済発展の

一助となる必要がある。」と述べた。 

・２２日，オルバン首相は，訪問先のクルージュでの

会見で，政府は運輸省とともに、西部のクルージュ・

ナポカ地下鉄プロジェクトを重要案件として支援する

と述べた。「我々には勇気ある重要なプロジェクトがあ

る。この目的を達成するために、クルージュナポカ市

とともに政府が全面的に関与することを保証するため

にここにいる。クルージュの交通は、投資を必要とす

る指標に達した。最初の段階は、長さ１６kmの地下鉄

線である。政府はこのプロジェクトを支持している。」

と語った。また首相は、クルージュナポカ市及びクル
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ージュ県と協力し，その他重要インフラプロジェクト

を支援する意向を表明した。 

また，同日，同じくクルージュナポカ市を訪問中の

ボデ運輸相は，会見で，合計３０億ユーロに相当する、

クルージュ県西部の３つのプロジェクトが国家復興・

回復力計画を通じて資金提供される可能性に言及した。 

・２３日，Burduja 公共財務省次官は，年初８か月で

のインフラプロジェクトへの投資額が２２０億レイを

記録した，これは、過去１０年間で最多であると語っ

た。 

・２１日，ヨハニス大統領は、ブカレスト北駅・ヘン

リコアンダ国際空港間の鉄道接続の列車試運転に参加

し，その後記者会見を行った。オルバン首相とボデ運

輸相も試運転に参加した。ボデ大臣は先週、同区間は

１２月に開通すると発表していた。ヨハニス統領は、

北駅からヘンリコアンダ空港までの鉄道の接続は不可

欠であり、ルーマニアには今後数年間，輸送インフラ

に欧州基金を費やす可能性が非常に大きいと述べた。 

「オルバン政権と共に作成した経済再興計画がその実

用的な側面を示し始めている。鉄道インフラの重要性

を強調するためにも，北駅から空港への接続は不可欠

である。」と語った。また，持続可能な経済発展のため

には、輸送インフラが必要であると述べた。 

＜地下鉄５号線（Ｍ５）開通＞ 

・Metrorex のプレスリリースによると、１５日、M5

地下鉄路線、Raul Doamnei-Eroilor区間が一般公開さ

れた。開通式にはヨハニス大統領、オルバン首相、ボ

デ運輸相が出席した。着工は２０１１年１１月、プロ

ジェクト総額は約３２億レイ。 

・１５日、Ｍ５開通式に出席したオルバン首相は、「こ

のプロジェクトに力を注いでおり、ブカレスト市のこ

の非常に重要な地下鉄区間の試運転に参加できること

は喜びである。ここで止まることはない。引き続き全

ての作業は迅速に実施される。輸送インフラは最優先

事項であり、インフラへの投資は政府にとって絶対的

な優先事項である。」と述べた。 

・同開通式に出席したヨハニス大統領は、「Ｍ５は大き

な功績である。１９８９年の革命後、ルーマニアでこ

の種の最大の功績であることを認めざるを得ない。」と

述べた。また、プロジェクト実施期間に言及し，「ここ

にたどり着くのは容易ではなかった。この路線は一種

の遅延の伝説になるであろう。」と述べた。 

 

■ エネルギー関連 

・６日、アレクセ環境相は、訪問先のヤシで、ムレシ

ャン欧州委員出席の下での会見で、ルーマニアの天然

ガスネットワークの拡大が国民にとって必要であると

同時に、森林への圧力を軽減する上でも必要である、

ルーマニアは世帯のガスネットワークへの接続の割合

を高めるためにＥＵ基金を必要としていると述べた。

「次年度、９億ユーロに加え、ルーマニアが天然ガス

ネットワークの拡大・向上のために、さらに資金が得

られることを期待している。他の欧州諸国と比べ、ル

ーマニアは、約３６％の接続率であるが、９０％であ

るハンガリーや７６％あるモルドバ共和国をはるかに

下回っている」と述べた。 

・１０日、ポペスク経済相は、石炭火力発電から再生

可能エネルギー生産への切り替えのために，支援が必

要であると述べた。「エネルギー部門では、欧州委員会

に提出したエネルギーと気候変動の分野における統合

国家計画，具体的には、非常に野心的な目標として，

再生可能エネルギー割合を３０．７％とすること等に

ついて協議している。しかし、達成するには、まず現

状を確認する必要がある。また、エネルギーミックス

につき，石炭ベースの発電量を２５％とすることにつ

いても協議している。急遽明日から石炭なしとするこ

とは不可能であり，移行燃料が必要である。天然ガス

は移行燃料であるが、石炭から再生可能エネルギーへ

の移行を天然ガスで賄えるようにするための支援が必

要である。」と、EPP（欧州人民党）グループの会合で

発言した。同大臣は、エネルギーミックスの分野にお

けるもう一つの重要な方向性は原子力エネルギーであ

るとして、同部門の生産能力を増加させたいと述べた。 

・１１日、オルバン首相は、オルショバ市（メヘディ

ンチ県）での「プルニソル・オルショバ・バイル・ヘ

ルクラネ・ジュパ天然ガス輸送パイプライン」プロジ

ェクトのプレゼンテーションに参加の際、「ルーマニア

の人口の３５％だけがガスネットワークに接続してい
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る。できるだけ多くの世帯を天然ガスネットワークに

接続するには、まずこのリソースを賢く使用する必要

がある。「ルーマニアの家庭におけるガス」プログラム

は２年前に開始され、我々が支援している」と語った。

さらに、Prunisor-Orsova-Baile Herculane-Jupa天然

ガス輸送パイプラインへの投資により、２０２３年に

オルショバに天然ガスが運ばれる可能性が高く、ガス

パイプライン全体が２０２４年に完成する予定である

と述べた。「Transgaz によるこのパイプラインへの投

資は、明らかに有益な効果をもたらす。」と付け加えた。 

・１７日、オルバン首相は、黒海によって開発された

Midia-MGD 天然ガスプロジェクトの対象となる海底パ

イプラインでの建設工事の起工式に出席した。同プロ

ジェクトは総額４億米ドル相当、ルーマニアで開発さ

れた最初のオフショア天然ガス鉱床であり、重要プロ

ジェクトであると述べた。「ルーマニアの開発のための

基本的なプロジェクトを開始するこの象徴的な瞬間に

立ち会えることを光栄に思っている。オフショアでの

最初の天然ガス鉱床の開発の始まりを表している。ル

ーマニアの天然ガスネットワークの沖合に存在する天

然ガスにより、ガスは天然ガス輸送システムに到達で

きるようになる。」と述べた。また、同プロジェクトは

「ルーマニアと米国の間の戦略的パートナーシップの

非常に具体的な例証」であると強調した。 

 

■ 自動車関連 

・９月９日付報道によると、ルーマニア自動車製造・

輸入業者協会（ＡＰＩＡ）は、８月末（１－８月間）

のルーマニアでの新車エコカー（green vehicles）の

販売は、前年同期比０．５％増の約４５００台、上半

期の自動車販売全体に占める割合は６．３％を記録し

たと発表。内訳は、ハイブリッド車約３千台、電気自

動車約１２００台、プラグイン・モデル約４４５台。 

・９月１７日付報道によると、ルーマニア自動車製造

業協会（ACAROM）は、１－８月の欧州委員会（EU）の

新車販売台数は６１２万３，８６２台で、対前年同期

比３２．０％減であると発表。ルーマニアでは１－８

月間７万２，７２３台が登録され、EU内で１４位、対

前年同期３７．５％減少。 

・９月１７日，欧州自動車工業会（ＡＣＥＡ）発表の

データによると，８月末（１～８月間）のルーマニア

の新規自動車登録台数は昨年同期比３７．５％減，で

あった。ＥＵ２７か国では，８月末は３２．０％減。 

 

■ 航空関連 

・ルーマニアの航空会社ブルーエアは、公共財務省に

対し、損失を補い破産を回避すべく，３億ユーロの救

済融資の恩恵を受けるために必要な法律を緊急に完了

するよう要請した。ルーマニア政府は４月に、パンデ

ミックにより定期便が運休した際の収益の損失を補う

ために、６年間３億ユーロの救急融資をブルーエアに

供与することに合意した。８月、政府は救急融資の枠

組みを承認する緊急法令を可決した。「欧州委員会によ

る法的枠組みの承認と国家援助措置の緊急の承認から

１月たった今でも、ブルーエアは６か月以上前に必要

だった援助を受けていない。」と同社は述べた。 

・２５日付Ziarul Financiarによると，クルージュ、

ヤシ、シビウ、クラヨバ、バカウの地方空港は、パン

デミック関連の制限により５月から６月に発生した損

失を補うために合計２２００万ロンの国家補助を受け

る。政府は、年間２０万人から３００万人の乗客を抱

える地方空港に利益をもたらすために、国の補助の枠

組みを設定する緊急政令を採択した。各空港の受領予

定額は，クルージュ８５３万レイ、ヤシ６００万レイ、

シビウ３９６万レイ、クライオバ６３万レイ、バカウ

３１４万レイ。 

 

■ 社会保障・労働関連 

＜全般＞ 

・９月１日，国家統計局のデータによると，７月のル

ーマニアの失業率は５．３％（季節調整後）、対前月比

０．１％ポイント増加した。 

・９月８日，２０２０年７月の平均給与(グロス)は，

５，４６８レイ(約１，１２９ユーロ)で，対前月比で

９９レイ（＋１．８％））増加し，平均給与(手取り) は

３，３７２レイ (約６９６ユーロ) で，対前月比で７

４レイ（＋２．２％）増加した。なお，平均給与(手取

り)が最も高かった業種は，プログラミング，コンサル

ティング及び関連活動分野（７，９１０レイ，約１，

６３４ユーロ)，最も低かったのはHORECA分野(１，６

８７レイ，約３４８ユーロ)。 (１ユーロ＝４．８４レ

イ)(ＩＮＳ) 
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・１１日，２０１９年第２四半期の年金受給者数は，

対前期比で１，０００人減少して，５１３万２，００

０人となったと発表。なお，同期の平均年金額は，対

前期比で０．７％増加して１，４３６レイ(約２９６ユ

ーロ，為替レートは４．８レイ・ユーロ)。(ＩＮＳ) 

・９月１５日，２０２０年の第２四半期の１時間あた

り平均賃金（または人件費）上昇率は，前年同期比で

ユーロ圏で＋４．２％，ＥＵ２７か国で＋４．１％で

あった。なお，最も高かった国は、スペイン（＋１４．

７％），ルーマニア（＋１４．１％），ブルガリア（＋

１０．９％）及びマルタ（＋１０．７％）。(ユーロス

タット) 

＜年金引上げ等＞ 

・２２日、議会は、ＰＳＤ（野党）が提出した、年金

や教員給与の引上げを主な内容とする、予算改正に関

する法案（既に発出されている緊急政令第１３５号を

改正する法案）の採択を行い、賛成２４２票、反対１

４７票、棄権１１票の賛成多数で同法案は可決された。

ＰＳＤの他、ＡＬＤＥ、プロ・ルーマニア、ＵＤＭＲ

の議員が賛成した。 

 年金については、２０１８年、ＰＳＤ政権が、２０

２１年までの段階的な引上げを法律により定めており、

この中で、今年９月、前年比４０％増が規定されてい

た。しかし、昨年の政権交代時、ＰＮＬ内閣やヨハニ

ス大統領は、かかる引上げのための財源は存在しない

として、緊急政令第１３５号により、引上げ幅を１４％

に縮小することを定めた。今回議会で可決された法案

は、これを再度改正し、引上げ幅を４０％に戻すもの。 

９月に４０％引上げが実現の場合、本年度予算支出額

の増は、８５億レイと見積もられている。 

 教員給与１６％引上げも、ＰＳＤ政権時代に制定の

法律で規定されており（公務員給与引上げ法。２０２

２年９月までに１６％引上げ。）、現ＰＮＬ政権となっ

てから、昨年末、引上げの実施を本年９月からとして

いたが、予算逼迫を理由に、緊急政令第１３５号によ

り、引上げ時期を来年に延期した。今回可決された法

案は、これをさらに改正し、今年９月に戻すことを規

定するもの。 

 ＰＮＬやヨハニス大統領は、主として財源不足を理

由に、年金４０％引上げに従前より反対。大統領やＰ

ＮＬが憲法裁判所に違憲の訴えを起こす等の可能性が

あり、可決された法律がこのまま直ちに施行される可

能性は低い。 

＜児童手倍増＞ 

・２４日、憲法裁判所は、児童手当を９月に倍増する

ことを規定する法案につき，政府から出されてた違憲

の訴えを退ける判決を全員一致で下した。 

昨年１２月，児童手当即時倍増を規定する法案が議

会で可決，１月１４日に公布された（２０２０年第１

４号）。この下では，２月１日からの倍増実施を予定。

しかし，その後直ちに，政府は緊急政令第２号（１月

１６日官報掲載）により，実施時期を８月１日からと

することを規定。８月に至り，政府はさらに，引上げ

は９月１日以降，また，倍増は段階的に実施すること

（９月には２０％増，その後段階的に引上げ，倍増達

成を２０２２年とする）を緊急政令第１２３号（８月

１日官報掲載）で規定。 

 これに対し，議会では，即時倍増を主張してきたＰ

ＳＤが，この緊急政令をさらに改正して，倍増を即時

実施とする新たな法案を提出。８月１９日にこれを可

決。これを不服とする政府は，違憲として憲法裁判所

に訴えを提起していた。 

 今後可能性のある進展は以下のとおり。1)大統領に

よる公布，2)大統領から議会への差し戻し，3)大統領

による憲法裁判所への訴え提起。 

 

■ 経済見通し 

・８日、クツ財務相は、自身のFacebookで、投資は第

２四半期の経済成長に０．４％ポイントのプラスの貢

献をしたが、これを維持するには、財政政策と金融政

策との連携が必要と述べた。「過去１００年間で最大の

経済危機の中で、第２四半期に、経済は約２か月の緊

急事態の影響を受けた。それでも、投資は経済成長に

プラスの貢献をしている。このようなパフォーマンス

を示すことができる国は多くない。また、７月の名目

賃金の平均値は、前年同期比８．１％増となった。リ

ズムを維持し、経済の急速な回復を確実にするために、

財政と金融政策の連携が必要である。」と述べた。  

・８日、クツ財務相は、訪問先のヤシでの会見で、ル

ーマニア経済は今年第３四半期に回復すること、及び，

来年の成長は，国内のみならず国際的にも予測されて

いると述べた。「経済は第３四半期に回復する。国家統

計局のデータは、経済が５月に成長し始めたことを明

確に示している。貿易と産業の両方のグラフでも「V」

字回復が明白である。第３四半期に回復するだろう。

経済が６０日間停止していたため、誰もが今年の第２

四半期での経済成長を期待することはできなかった。」

と述べた。専門家の推定によると，経済は来年成長を
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遂げる。「国家戦略予後委員会のみならず、IMF、欧州

委員会、他の国際機関も、ルーマニア経済が来年の成

長を明確に予測している。」と述べた。 

 

■ 貿易関連 

・９月９日付の統計局発表によると，今年１～７月の

ルーマニアの貿易赤字は９９億９，０００万ユーロ（昨

年同期比４億８，１４０万ユーロ増を記録。 

 

■ 公共政策 

・欧州基金省は，２０２０年８月２８日の時点での欧

州基金（２０１４～２０２０年）執行率を４４％（約

１３３億９，９５３４万ユーロ）と発表。ＥＵ２７か

国平均（４９％）を下回った。(欧州基金省) 

 

■ 財政政策 

・公共財務省は，２０２０年８月末のルーマニアの財

政収支は約５４７億６，９６０万レイ，対ＧＤＰ比で

５．１８％の赤字と発表。（７月末の財政収支は約４９

６億８，２９０万レイ，対ＧＤＰ比４．７０％の赤字。） 

 

■金融等 

・９月１日，８月末の外貨準備高は３５７億６，８０

０万ユーロ（７月末の３６２億４，９００万ユーロか

ら減少），金準備高は１０３．６トンで不変。(ＢＮＲ) 

・９月１４日，２０２０年７月末の経常収支等につい

て次のとおり発表。 

（１） 経常収支は４８億６，３００万ユーロの赤字。

（前年同期；６０億３，８００万ユーロの赤字）。 

（２）外国直接投資 (ＦＤＩ) は，１３億２，６００

万ユーロ。（前年同期：３３億３，５００万ユーロ）。 

（３）中長期対外債務は，２０１９年末から１２％増

加し，８２４億９，９００万ユーロ (対外債務全体の

７１．４％) 。 

（４）短期対外債務は，２０１９年末から２．４％増

加し，３２９億９．０００万ユーロ (対外債務全体の

２８．６％)。(ＢＮＲ) 

＜第二新興国への格上げ＞ 

・２１日，ルーマニア銀行協会（ARB）はプレスリリー

スにおいて，大手グローバルインデックスプロバイダ

ーのフッツィーラッセル（FTSE Russel）が，ルーマニ

アの資本市場を第二新興国に格上げするとの決定を歓

迎した。 

・２１日，ヨハニス大統領は，ブカレスト証券取引所

主催行事「歴史的瞬間：新興ルーマニア」でメッセー

ジを送った。「ブカレスト証券取引所がルーマニアを新

興国の地位へと押し上げた努力を祝福する。これは歴

史的偉業であるのみならず、我々の経済が持つ発展の

可能性の確認でもある。ルーマニアが，ダイナミック

で競争の激しい地域の金融市場で，益々重要なプレー

ヤーとなれることを期待する。我々は、より多くのル

ーマニアの資本が証券取引所に上場され、より多くの

企業が資本に目を向けることを望んでいる。また、ル

ーマニアが新興国に含まれることにより、「資金調達能

力が向上し，投資家にとっては信頼の強いシグナル、

起業家にとっては希望と予測可能性の強いシグナルと

なる」と述べた。 

・同日，同イベントに出席したオルバン首相は、「ルー

マニアが第二新興国の地位に移行したという事実は、

ブカレスト証券取引所の前向きな進化を示しているが、

まだ控えめな進化である。政府としての意図は，株式

市場のさらなる発展を支援することである。ルーマニ

アでの企業の資金調達は、企業の資金調達の大部分が

株式市場から行われている先進国の資本主義モデルか

らはほど遠い。我々の目的は、市場経済のために，こ

のような手段を開発することである。」と述べた。 

 

■格付（２０２０年１０月９日付） 

Fitch  外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (ネガティブ） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－ (ネガティブ） 

Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（ネガティブ） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（ネガティブ） 

ＪＣＲ 外貨建長期    ＢＢＢ  (ネガティブ） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ+ （ネガティブ） 

（内はアウトルック） 
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【その他統計】 

・９月８日，今年第２四半期のEU27のＧＤＰ成長率は

対前期比でー１１．４％減少，対前年同期比でー１３．

９％減少した。ＥＵ２７か国内でスペイン（－１８．

５％）が一番大きい減少を記録した。その次ぎクロア

チア（－１４．８％）及びハンガリー（－１４．５％）

の経済が短縮した。ルーマニアがー１０．５％を記録

した。（ユーロスタット） 

・９月８日，ルーマニアの２０２０年の第２四半期 の

ＧＤＰ成長率は対前期比でー１２．３％減少し，対前

年同期比でー１０．５％（季節調整前及び季節調整後）

減少した。２０２０年上半期のＧＤＰ成長率は対前期

比－４．６％（季節調整前），－３．９％（季節調整後）

減少した。（ＩＮＳ) 

・９月１１日，２０２０年８月のインフレ率は２．７％

であった。統一消費者物価指数（HICP）に基づく年率

は２．５％であった。（ＩＮＳ) 

・９月１７日，ＥＵ２７か国の８月末のインフレ率は

０．４％（７月末：０．９％，前年同月：１．４％）。

ＥＵ２７か国で一番高い水準であったのはハンガリー

（４．０％），ポーランド（３．７％），チェコ（３．

５％）。ルーマニアは２．５％。（ユーロスタット) 

 

■マクロ経済 

（特に記載のない限り，対前年比又は前年同期比，季節調

整後，出典は国家統計局ＩＮＳ） 

【７月分統計】 

（１）鉱工業 

 ６月 ７月 

工業生産高  ▲１４．３％ ▲９．９％ 

工業売上高(名目)  ▲１０．２％ ▲５．９％ 

工業製品物価指数 ▲０．５％ ▲０．８％ 

新規工業受注高(名目)  ▲１０．３％ ▲４．７％ 

工業生産高、工業売上高（名目）及び新規工業受注高（名

目）が加速。 

 

（２）販売 

 ６月  ７月 

小売業売上高 ０．９％ ４．２％ 

(自動車・バイクを除

く)  

自動車・バイク売上高 ▲１０．１％ ▲０．１％ 

小売業売上高 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．３％ 

EU２７か国 

１．３％ 

ユーロ圏 

０．４％ 

EU２７か国 

０．７％ 

小売業売上高及び自動車・バイク売上高、両方とも加速。 

なお，７月の小売業売上高（ユーロスタット）対前年

同月比では，アイルランド (＋９．１％)が最も増加し，

次いでリトアニア（６．８％）及オランダ (＋６．０％)。 

 

（３）その他 

建設工事 ６月  ７月 

１０．３％ １２．７％ 

建設工事が加速。 

 

（４）輸出入 

輸

出 

６月 ７月 

€４８億４,１９０万 

（－１２．９％) 

€５５億５，２１０万 

（－５．１％) 

RON２３４億３,４３０万 

(－１１．０％） 

RON２６８億５，６７０万 

(－２．９%） 

輸

入 

€６１億６,０２０万 

（－７．９％) 

€６８億７,５１０万 

（－９．９％) 

RON２９８億１,５４０万 

(―５．９％） 

RON３３２億５，６８０万 

(－７．８％） 

  

【１～７月分統計】 

（１）鉱工業 

 ６月 ７月 

工業生産高  ▲１６．７％ ▲１５．７％ 

工業売上高(名目)  ▲１４．０％ ▲１２．８％ 

新規工業受注高(名目)  ▲１４．１％ ▲１２．７％ 

工業生産高及び新規工業受注高（名目）が若干加速。 

 

（２）販売 

 ５月  ６月 



ルーマニア月報 
 

- 13 - 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除

く)  

０．３％ ０．８％ 

自動車・バイク売上高 ▲１５．８％ ▲１３．６％ 

自動車・バイク売上高が加速。 

 

（３）その他 

建設工事 ６月  ７月 

２１．０％ ２０．０％ 

 

（４）輸出入 

輸

出 

６月 ７月 

€２８５億８,３３０万 

（－１８．１％) 

€３４１億３,５４０万 

（‐１６．２％) 

RON１,３７４億７,７９０万 

(－１６．９％） 

RON１,６４３億３,４６０万 

(‐１４．９%） 

輸

入 

€３７２億５,０３０万 

（ー１２．６％) 

€４４１億２,５４０万 

（－１２．２％) 

RON１,７９２億２,７２０万 

(－１１．３％） 

RON２,１２４億８,４００万 

(－１０．８％） 

貿

易 

収

支 

▲€８６億６,６７０万 ▲€９９億９,０００万 

 

▲RON４１７億４,９３０万 ▲RON４８１億４，９４０万 

  

【８月分統計】 

・消費者物価指数  

 ７月 ８月 

全体 ２．８０％ ２．６８％ 

食料品価格 ５．５７％ ５．４５％ 

非食料品価格 ０．８８％ ０．７５％ 

サービス価格 ３．００％ ２．９７％ 

消費者物価指数 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

０．４％ 

EU２７か国 

０．９％ 

ユーロ圏 

－０．２％ 

EU２７国 

０．４％ 

８月の消費者物価指数（ユーロスタット）対前年同月比で

は，キプロスク（▲２．９％）、ギリシャ（▲２．３％）、

エストニア（▲１．３％）が最も低い。 

 

我が国との関係 

・９月１７日，ヨハニス大統領が，就任した菅総理に

宛てた祝辞が，大統領府ＨＰに掲載された。主要部分

以下のとおり。 

「私は，総理が，日本政府の行政のトップとしての素

晴らしいご知見により，新型コロナウィルス感染症に

起因する厳しく複雑な文脈にもかかわらず，必ずや任

務にご成功されることを確信しています。私は，ルー

マニア政府が，２０１８年及び２０１９年に日本の総

理との面会で決定された行動の方向性に基づいて，二

国間関係を引き上げることに引き続き堅くコミットし

ていることをお約束したいと思います。この意味で，

ルーマニアは，ルーマニアと日本の外交関係１００周

年である２０２１年に二国間戦略的パートナーシップ

合意を締結することを決意しています。この戦略的パ

ートナーシップが，両国が共有する価値観に基づき，

両国の国民に利益をもたらし，平和と国際協力の強化

に貢献するものであることを確信しています。」 

 

 

 


